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令和８年９月定例会 一般質問（概要） 

令和８年１０月１日５番 

                 三橋 弘幸 議員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（三橋弘幸 議員） 

大阪維新の会 大阪府議会議員団の 三橋弘幸 です。 

通告に従いまして、順次質問させていただきます。 

 

１ 堺市西区の府所有施設について  

堺市西区の府・所有施設である泉北府民センターは、JR 鳳駅周辺の商業系の

地域に位置し、高い資産価値が有ります。 

建物は築後 50年を経過し老朽化が進んでいますが、府が令和６年度に実施し

た劣化状況等の点検の結果、計画的な改修をしながら施設を維持することとな

り、今年度から、屋上防水や外壁の改修等に向けた実施設計に着手すると聞いて

います。 

 一方、同じ堺市西区には令和９年度末で閉校予定の福泉高校がありますが、市

街化調整区域で売却は容易ではないと考えます。 

私は、泉北府民センターの土木事務所等の機能を福泉高校へ移すことによっ
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て同校跡地を有効活用し、防災や地域コミュニティ機能の拠点とすることで、地

域の活性化につながるのではないかと考えます。不要となった府民センター跡

地は、売却等により民間活用することで、より一層有効に活用できると思います。 

このことを今すぐに判断することは難しいのは理解しますが、今後府内の多く

の施設が建替えの時期を迎えることになる中で、個別施設ごとの事情だけでな

く、地域の土地利用や、まちづくりの変化も踏まえ、柔軟に移転・売却の検討を

進めるべきではないでしょうか。 

こうした観点も踏まえ、今後の建替え検討をどのように進めていくのか、大阪

府ファシリティマネジメント基本方針を所管する、財務部長に伺います。 

 

 

＜金森財務部長＞ 

第２期基本方針では、計画的な更新（建替）を柱の一つに加え、その検討にあ

たっては、将来の利用需要に応じた適正規模・配置等、多角的な検討を行った上

で、施設所管部局が策定する建替計画等を基に協議し、府としての方針を決定す

ることとしています。 

今年度から、泉北府民センターを含め、老朽化が進んでいる施設について、同

種の機能を有するグループごとに、現地確認やヒアリングなどを実施し、建替の

検討に必要な情報や実情の把握を進めているところです。 

今後、建替等については、他施設への集約化や民間施設の利用などの可能性も

視野に入れて検討するとともに、跡地の処理方針についても、民間ニーズや地域

のまちづくり計画等を確認しながら、幅広い角度から検討してまいります。 

 

 

（三橋弘幸 議員） 

市街化調整区域に位置する福泉高校は、現在も災害時の避難所として、地域の

防災を担っている事から、防災拠点としての活用や、校舎・体育館・グランド等、

スポーツや健康づくりを通じ、多世代の交流の場として、社会資源としての価値

は非常に高い事から、地元住民は、先日、堺市へ地域での有効活用を求める要望

書を提出しています。 

泉北府民センターの機能を福泉高校跡地に移転し大阪府と堺市との共同所有

にすれば、商業地に位置する府民センター跡地は高額で売却でき、福泉高校跡地

は地域の願う有効活用に繋がります。 

今後、府内各地で公共施設の老朽化や再編が課題となる中、広域自治体と基礎

自治体が連携し、公共施設や行政機能を地域全体で最適配置していく事は重要

と考えますので宜しくお願い致します。 
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２ 副首都化に向けた基礎自治機能の充実・強化について 

現在、大阪府では、副首都・大阪の実現に向けた取組が進められていますが、

そのためには、大阪市を中心とした都市部だけではなく、府内の各基礎自治体が

地域の実情に応じた行政サービスを提供できる力を高め、府域全体として行政

機能を強化するとともに、府内各地域がそれぞれの強みを発揮し、その成長を府

域全体につなげていくことが重要であると考えています。 

例えば、南大阪には、関西国際空港や港湾といった物流・観光面、堺臨海部の

産業集積をはじめとしたエネルギー関連の強みがあり、北大阪には、国際文化公

園都市（彩都）や北大阪健康医療都市（健都）といったライフサイエンス産業の

強みがあります。大阪全体の成長に向けては、こうした地域の強み・特性を踏ま

えた取組が必要であると考えています。 

一方で、人口減少や公共交通の維持、防災・インフラ整備等、一つの市町村の

区域を超えて取り組むべき課題も多く、地域の実情を丁寧にくみ取り、これらに

対応する支援の充実が必要であります。 

このため、副首都をめざし、副首都になろうとする今こそ、各自治体の課題や

ニーズを的確に把握したうえで、基礎自治機能の充実・強化を図っていく必要が

あると考えますが、所見を総務部長に伺います。 

 

 

＜市道総務部長＞ 

基礎自治機能の充実・強化に向けては、複雑化・困難化する課題に対してスピ

ード感をもって着実に対応するため、市町村局を令和４年４月に設置しました。  

また、令和６年４月に施行された「大阪府基礎自治機能の充実及び強化に関す

る条例」に基づき、知事を本部長、部局長を本部員とする基礎自治機能充実強化

推進本部を設置し、令和７年３月には「基本方針」を策定しており、市町村局が

積極的にコーディネートを行い、取組を進めているところです。 

  具体的には、地域ブロック会議やワンストップの窓口である、「基礎自治コン

シェルジュ」などで市町村の課題やニーズ把握に努めるとともに、一部の地域で

は市町村長がメンバーとなる協議会等を設置し、人材確保に向けた採用試験の

共同実施や周遊イベントの開催による 地域の活性化など、それぞれの課題を踏

まえた、具体的な対応策について検討を進めています。 

  副首都・大阪の実現には、府内市町村がそれぞれの強みや特色を活かしながら

ともに成長し、府域全体の発展につなげていくことが重要と認識しており、地域

の実情を丁寧にくみ取りながら、関係部局と連携を密にし、しっかりと取り組ん

でまいります。 
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（三橋弘幸議員） 

大阪が副首都を目指すのであれば、当然、大阪市を中心とする都市部だけが成

長するのではなく、北大阪・南大阪など、府内それぞれの地域が持つ強みを延ば

し、その成長を大阪全体の成長に繋げていく視点が重要です。 

特にこれまでの大阪では『北高南低』とも言われ、地域によって人口動態や産

業集積、交通インフラなどに差があることから、副首都化を、こうした府内の地

域間の課題に向き合い府内全体の成長につなげる契機にして頂きたいと思いま

す。 

他府県に目を向けますと、愛知県では、東三河地域の振興を強力に進める為、

東三河担当副知事を置き、地域の課題を庁内横断的に調整してきた事例があり

ます。 

大阪府においても、例えば南大阪を担当する副知事や、地域ごとの政策を統括

する責任者を置くなど、地域の声を直接受け止め、部局横断で政策を動かすこと

のできる体制について検討して頂きたいと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 堺泉北臨海地域における成長産業の集積促進について 

 私の地元である堺市の堺泉北臨海地域には、日本有数の石油化学コンビナー

トをはじめ、鉄鋼、金属、ガス、発電所など、多様な、製造業・エネルギー産業

が集積し、長年、大阪、そして、日本経済をけん引する役割を担ってきました。 

 そして、産業構造が変化する中、近年では、大規模な AIデータセンターをは

じめ、ペロブスカイト太陽電池の量産拠点や、持続可能な航空燃料である SAFの 

大規模製造設備などの、立地が進んでいます。 

私としては、この堺泉北臨海地域を、最先端産業の拠点地域として明確に位置

付け、成長分野の投資を、さらに呼び込み、日本の経済をけん引することが、多
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極分散型・経済圏の形成の中核となる機能を担う副首都を、めざす上でも、重要

になると考えます。 

それには、本年４月からカーボンニュートラル分野や、先端的な、基盤技術分

野に、対象が拡充された、成長特区税制の活用が重要となることから。２月議会

における我が会派の大橋議員の質問に対し、堺泉北臨海地域の特区指定につい

て、速やかに地元自治体と協議を行い、検討を進めていくとの答弁がありました

が、現在の協議・検討は、どのような状況か、商工労働部長に伺います。 

 

 

＜東口商工労働部長＞ 

堺泉北臨海地域は、大規模な区画を有する産業用地が連なっており、関西国際

空港に近く鉄道や高速道路など充実した交通インフラも存在しています。 

議員お示しのとおり、近年、成長分野への大規模投資が進んでおり、最先端産

業の拠点地域となるポテンシャルを有していると認識しております。 

 現在、同地域を新たな成長特区に指定するべく、地元市である堺市と高石市と

協議を進めています。特区指定の要件としている地元市の立地支援制度につい

ては、すでに整備がなされている堺市に加え、このたび高石市では、制度の制定

に向けた条例案が９月議会に提出されるなど、特区指定に向けた準備が着実に

進んでいるところです。 

 今後とも、地元市と十分に調整の上、速やかに同地域の成長特区指定を行い、

企業投資や産業集積を加速させてまいります。 

 

 

（三橋弘幸議員） 

是非、速やかな成長特区指定に向けて取り組んでいただきたいと思います。 

先日、ガンダムのプラモデルで有名な BANDAI SPIRITSが、西日本では初とな

るプラモデル生産工場を堺市に新設し、本年 11月から稼働すると発表されまし

た。今回の進出では、安定的な生産体制の構築だけでなく、西日本の輸出港など

を活用した物流の効率化も、その狙いとして示されています。 

私は、この企業進出を一つの工場立地として終わらせるのではなく、南大阪全

体の産業成長につなげていく視点が重要だと考えます。 

高速道路のインターチェンジ周辺など交通・物流面で優位性を持つ地域につ

いて、市町村と連携し、新たな産業用地の確保・創出を進め、南大阪に関連産業

が集積し、関西国際空港や港湾から世界へ展開するという産業軸を、形成してい

くことが南大阪の発展と副首都大阪の実現に大きく関わる事だと考えますので、

今後の更なる取組みをよろしくお願いいたします。 
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４ 強度行動障がいの状態にある方への支援について 

次に、強度行動障がいの状態にある方への支援についてお伺いします。 

 強度行動障がいは、自分の体を傷つけたり、ものを壊すなど、日常生活に困難

を生じさせる行動が、著しく、高い頻度で、継続的に起こる状態のことを指しま

す。私のもとには、そうした方のご家族から「自分の体を傷つけたりするが、子

どもが大きくなると制止するのも難しい」「大声を出すので近所から苦情を寄せ

られる」等の声が寄せられており、特に最近は、「親が亡くなった後、我が子は

どうなるのか」という不安の声を聞くことも多くあります。こうした不安に、応

えていく為には、家族だけで、支援を担うような状態を改善し、入所施設に加え、

グループホームや日中活動事業所など、地域の社会資源を活用しながら、障がい

のある方が、希望する地域で、安心して暮らし続けることができる体制を、整え

ていくことが重要であります。 

また、こうした支援体制を計画的に整備していく上では、強度行動障がいの状

態にある方が、どの程度おられ、どのような支援ニーズを有しているのか、また、

受け皿となる社会資源の状況を把握しながら、支援体制の整備を進めていく必

要があります。 

府が行った最新の調査によると、障がい者・支援施設への入所待機者は 1,111

人であり、そのうち 656 人が強度行動障がいの状態にある方と聞いており、こ

れは支援ニーズの一端を示すものと受け止めています。 

強度行動障がいの状態にある方への支援については、府には、広域的見地から、

実態把握や専門人材の養成を進め、市町村や事業者による支援を後押ししてい

く役割が求められていると考えます。 

そこで、強度行動障がいの状態にある方への支援の充実に向けた大阪府の取

組について、福祉部長に伺います。 

 

 

＜金森福祉部長＞ 

府では、強度行動障がいに関して、一人ひとりの状態に合った支援が行われる

よう、市町村と連携しながら、府が新たに作成したツールを用いて、対象者数や

支援ニーズ、社会資源の把握を進めています。また、関係機関による協議の場を

設置するなど、地域における支援の充実に取り組んでいます。 

 人材養成については、これまでの従事者養成研修に加え、事業所で指導的役割

を担う中核的人材養成研修が、国において、令和６年度から実施されています。 

今後、都道府県も実施主体となる見込みであることから、専門人材を計画的に養

成できるよう、講師の確保など必要な準備を進めているところです。 

 府としても、実態把握や人材養成に取り組むとともに、専門人材による事業所
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への助言・援助を通じて支援の質の向上を図り、本人や家族が安心して暮らせる

地域づくりにつなげてまいります。 

 

（三橋弘幸議員） 

実態把握や専門人材の養成を進めて頂く事は大変重要です。 

入所待機者 1111 人のうち、656 人が強度行動障がいのある方だという現実を

重く受け止めなければなりません。 

家族が高齢になり、支える事が出来なくなってから受け皿を、探すのでは遅く、

実態把握によって、どこに、どのような支援が必要とする方がおられ、何が不足

しているのかを明らかにし、具体的な社会資源の確保に繋げて頂きたいと思い

ます。 

そして、専門性の高い支援だからこそ、市町村任せにするのではなく、広域自

治体である大阪府が前面に立ち、市町村の区域を越えた取組みを是非ともよろ

しくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 地域計画の推進に向けた農地中間管理事業の運用について 

次に、地域計画の推進に向けた農地中間管理事業の運用についてお伺いいた

します。  

農業者の高齢化や担い手不足が進む中、農地を意欲ある担い手へ集積・集約化

していくことは大阪農業の持続的な発展に欠かせません。 府内 339地区で策定

され 10年後の地域農業の将来像を示した地域計画は、今後、その実現に向けた
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具体的な取組が進められる段階にあり、農地の貸借を進める農地中間管理事業

の役割は、これまで以上に重要であります。  

しかし現場では、農地中間管理事業における農地の賃料について、農地法の規

定により農業委員会が提供する、地域の賃借料水準における平均額を、上限とす

ることが定められており、貸し手と借り手が合意しているにもかかわらず、賃料

が地域の賃借料水準における平均額を、上回ることを理由に事業を活用できず、

貸借が成立しない事例が生じています。  

農地中間管理事業は、本来、農地の集積・集約を進め、担い手への農地利用を

促進することを目的とした制度であり、賃料の面で協議が不成立となり、地域計

画の推進や担い手への農地集積の妨げとなっているのであれば、制度本来の目

的が十分に果たされているとは言い難い。 府は、農地中間管理事業における賃

料設定の現状と課題をどのように認識しているのか。また、地域の実情を踏まえ

た賃料設定のあり方について、環境農林水産部長の所見を伺います。 

 

 

＜原田環境農林水産部長＞ 

 農地中間管理事業は、担い手への農地の集積・集約を進めることで地域計画の

実現を支える重要な仕組みであり、円滑な制度運用が必要であると認識してい

ます。  

 農地中間管理事業の賃料については、原則、農地法第 52条により農業委員会

が提供する地域の賃借料水準を勘案し、貸し手、借り手及び農地中間管理機構で

ある大阪府みどり公社で協議の上、決定されています。これにより、新たに農地

を借りる担い手にとって利用しやすい仕組みとなっています。 

一方で、市町村域一律にて賃借料水準を設定している地域などでは、貸し手と

借り手が合意した額と賃借料水準が乖離することもあり、農地中間管理事業に

よる貸借が成立しない事例が生じています。 

こうした事情を踏まえ、地域ごとの農地の立地や利便性をふまえ、その条件に

応じた賃借料水準を設定するよう、市町村農業委員会に働きかけてまいります。 

今後も、円滑な農地中間管理事業の実施により担い手への利用集積を図るこ

とで、意欲ある担い手の規模拡大を支援し、大阪農業の成長産業化に努めてまい

ります。 

 

（三橋弘幸議員） 

各市町村の現場の実態をしっかり把握し、広域自治体として実効性のある運

用改善に取り組んで頂きますようお願い致します。 

以上で一般質問を終わります。ご静聴ありがとうございました。 


